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　平成２５年（２０１３年）の新春を迎え、謹んで新年のお慶びを申し上げます。

昨年５月末に私が日化協会長に就任した際、化学産業の課題の「いの一番」に、化学産業にとって保安・安全の確保は最重要課題である旨を申し上げましが、誠に遺憾ながら、事故・災害が継続して発生しております。
事故でお亡くなりになられた皆様に哀悼の意を表するとともに、負傷された皆様に心からお見舞いを申し上げます。
また、私は会長就任時に化学産業が目指すべき目標として「化学産業の市民権の確立」とも申し上げました。言うまでもなく、化学産業にとって事故や労働災害を起こさないこと、すなわち「保安・安全の確保」は最大の使命であり、「市民権確立」の大前提であります。

化学業界も厳しい状況の中で年を越しましたが、新しい年を迎えるに当たり、アメリカ、中国、日本、そして韓国と相次いで新政権が新たな政策を打ち出す本年は、期待感を込めて昨年よりは改善の方向に向かうものと、ポジティブに考えていきたいと思います。

安倍首相は年末に発足した内閣に「危機突破内閣」と名付け、「日本経済を発展させる」ことを前面に押し出されています。大型補正予算が実現し、金融緩和が進めば日本経済の下支えとなり、企業業績の改善にも結び付くことを期待しています。また、日銀は物価目標の導入や10兆円規模の追加金融緩和など、デフレ対策を行うことを早期に決定しました。政府と日銀には早期に、目に見える形で有言実行を望みたいと考えます。
　
化学産業の立場として2つのことを要望したいと思います。
まずは、エネルギー問題です。昨年9月に取りまとめられた「革新的エネルギー・環境戦略」は様々な矛盾が内在しています。これを根本的に見直し、「S＋３E （安全性確保:Safety＋エネルギーの安定供給:energy security、経済性:economic efficiency、環境適合性:environment）」を重視した、現実的なエネルギー政策を再構築することを強く要請します。
次に、国際競争力の面から6重苦を解決していただくことは当然として、同時に、日本の経済成長を確保するためには、外部の目、すなわち諸外国から見て、日本が魅力的なパートナーあるいは投資先となることが必要です。そのためには、TPPなどの経済連携をぜひ進めていただきたいと思います。

この様な厳しい環境下とはいえ、化学産業は高機能な新素材や新プロセスをユーザー業界に提供していくマザー・インダストリーとして、また、世界の持続的発展を支えるソリューション・プロバイダーとして貢献していかねばなりません。言い換えれば、日本の経済成長を支えることは、まさに化学産業の役割です。
この１年が、化学業界にとって新たな転換の時期となることを祈念し、年頭所感といたします。
